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1.はじめに

現在首都圏では､東海 ･東南海 ･南海地震などの大地

震の発生が危倶されており､地震災害に対する防災意識

の高揚が望まれている｡地震災害による被害の軽減を図

るには､ハー ドな防災対策とともにソフトな防災対策､

すなわち地域住民が ｢自らの身は､自ら守る｡皆のまち

は皆で守る (自助､共助)｣ことが大切であるという認識

を持ち､自主防災組織が市町村等と連携し防災活動を行

うことが重要である｡

本研究は､神奈川県西部地域の自主防災組巌を対象と

してどの程度まで組織作りが進んでいて､どのような意

識と活動をしているかを把握し､それを明らかにするこ

とによって防災に関する情報を共有できるようにするこ

とを目的としている｡

2.調査方法

アンケー ト調査により､自主防災親族の活動実態､組

織構成などを明らかにするため､質問項目を ｢組織の構

成｣､｢平常時の防災対策｣､｢防災訓練の内容｣､｢被災後

の対応力､危機対応力｣､｢防災マップについて｣と分類

し､アンケー トを作成した｡質問項目は全部で40項目と

した｡アンケー トの内容についての一部を表 1に示す｡

調査地域は神奈川県西部の足柄上郡 6市町､足柄下郡 3

町内のそれぞれの自治会で結成する自主防災組織を対象

として行った｡また､調査方旗としては､直接市町役場

に協力を依頼し､アンケー トを各自治会に配布してもら

い､返信用封筒によって回収した｡アンケー ト酉己布対象

地域は図1に示す｡

3.配布と回収

配布数234通に対して計 147通 (回収率63%)の回答

表 1.アンケー ト概要抜粋

を得た｡各市町別アンケー ト回収結果を表2に示す｡

図1.アンケー ト対象地区

4.調査結果

自主防災活動で防災訓練を重視している親戚は94%と

高く､行政が行っている防災訓練-の参加も84%と高い

結果になった｡しかし､年に行 う回数は 1回という答え

が多かった｡災害時の渡歩艶象所､情報伝達の手段は多く

の組織が把握していることが分かった｡また､市区町村

の防災マップの認知度は高く､半数以上が持っていると

答えた｡危険箇所はがけ､急傾斜地などが多く､地域の

地形の特徴を表しているのと同時に､各地区内の把握が

されていることがわかった｡取り組みが遅れているもの

はマニュアルの策定､防災新聞の発行､家庭内での耐震

補強等の防災活動の普及などがあげられた｡防災訓練の

ような活動が組織的なもの-の意欲は高いが､個別的な

活動-の意欲は低く､自助という観点からの防災意識は

比較的低いものと思われる｡

表2.アンケー ト配布 ･回収数一覧

番号 質問内容 分類

質問10 防災活動マニュアルを策定 していますか○ ①

質問15 自主的な防災活動拠点を持ち整備を行っていますか○ ①

質問19 一年に何回行っていますか○ ②

質問20 一回あた りの住民の参加はどの程度ですかo ②

質問24 震災時の避難に関するマニュアルを策定していますカ ③

質問28 避難所運営マニュアルを策定していますか○ ③

質問32 市区町村が作成 した防災マップを知っていますかo ㊨

配布数 回収数 回収率

南足柄市 34 23 68%
大井町 20 14 70%
中井町 27 20 74%
開成町 12 12 loo‰
松田町 26 10 38%
山北町 59 39 66%
真鶴町 9 7 78%
箱根町 36 14 39%
湯河原町 ll 8 73%
計 234 147 63%

Questionnaim suNeyCOnCer血 gtheactivitiesandrealitiesofindependentdisasterpreventionorga

ni2ationin westem regionofXanagawaprefecture. W HIRO 恥ohei

399



図2 アンケー ト結果グラフ

5.市判別の評価

(1) 比較方法

表 1に示した8つのアンケー ト項目から､市町別の回

答の比較を行う｡平常時の防災対策は自主防災組織の体

制を､防災訓練は回数と住民の参加率を､危機対応力は

マニュアルの策定の有無を､防災マップは地域内の危険

箇所の把握を柱とし､4つの軸に定量的に 5点満点で得

点化し､その得点率を市町別にまとめレーダーチャー ト

により評価を行った｡結果を図2に示す｡また､明確に

特徴的な相違が認められた開成町､松田町､真鶴町の結

果について比較検討したO

(幻評価結果
図 3の結果から､開成町は防災訓練に関して高い得点

を示しているが､危機対応力の軸で低い得点となってい

る｡松田町は平常時の防災対策､危機対応力と共に高い

得点で､マニュアルの策定などのシステム的な部分は作

られている｡しかし､防災マップの軸では､平坦の開成

町よりも斜面が多く土砂災害の危険性が高い松田町の方

が低いD真鶴町はどの項目でも低い結果となっていて､

地域の防災性が低い地域といえる｡

6.要因分析 ･考寒

開成町は自治会の活動を始めたのが早く､自治会とし
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ての活動が活発で防災静麻の実施率が高い｡また､8割の

組織に消防団 OBが役員として参加しているので効果的

な訓練を行っていると考えられるO被災後の危機対応力

が低い結果になった理由としては､保有している避難生

き吾用資機材からも避難所の運営計画にあまり重点を置い

ていないことがあげられるO松田町は ｢防災マップの認

知度｣が低いことと ｢危険箇所を知らない｣と答えたの

が半数と多かったことが要因と思われる｡真鶴町は ｢防

災活動に関する問題を解教していくのは地域住民だ｣と

いう答えが多いことから､防災-の意識の向上がこれか

らの重要課経であると考えられるOまた､｢地方自治体の

指導 ･技術策を受けている｣のが他の市町に比べて低い

ことからも評価値が低いと考えられる0

7.まとめ

ハー ドな防災対策等の面から危険性が高い地域が必ず

しも地域の防災力が高いとは限らず､住民の意識や自治

体の支援が活動内容に大きな影響を与えている｡今回の

アンケー ト調査で､各市町内の自治会の防災活動の実態

を-部把握することができた｡今後は神奈川県の中央や

東部地域についても同様なアンケー ト調査を行い､県全

体の自治会組織の実態を明らかにしソフ トな面での防災

性の評価について明らかにすべきであると考えられる｡
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